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o f an electrostatic chuck, and a plasma pro

58a cessing apparatus (10) which comprises the
mounting table (70). The mounting table (70)
comprises an electrostatic chuck (50), a base
(14), and a cylindrical sleeve (80). The elec
trostatic chuck (50) comprises a front surface
which i s exposed to plasma, and a back sur
face which faces the front surface, and a first
through-hole i s formed therein. The base (14)
i s bonded t o the back surface o f the electro
static chuck (50) b y means o f a first adhesive
(71) and communicates with the first through
hole, and a second through hole i s formed at
the base to have a caliber (R2) larger than a
caliber (Rl) o f the first through hole. The
sleeve (80) i s bonded t o the back surface o f
the electrostatic chuck (50), in communication
with the first through hole, b y means of a
second adhesive (72).

(57) 要約： 静電チ ャ ックの接着結合
に用 い られ る接着剤 の 劣化 を防止 す
ることができる載置台ひ0 )、及 びその

ような載置台 (70) を備 えるプラズマ処理装置 (10) を提供す る とを目的 とす る。載置台 (70) は、静電チャック
(50 )、ベース (14) 及び筒状のス リー ブ (80) を備 える。静電チャ ック (50) は、 プラズマに曝 され る表面及び該表
面 と対 向す る裏面 を有 し、第 1 貫通孔が形成 され る。ベース (14) は、静電チャ ック (50) の裏面に第 1 の接着
剤 (71) によって接合 され、第 1 貫通孔 に連通 され前記第 1 貫通孔の 口径 (R1) よ りも大 きい口径 (R2) の第 2 貫
通孔が形成 され る。ス リー ブ (80) は、第 2 の接着剤 (72) によって、第 1 貫通孔 と連通 した状態で静電 チ ヤ ッ
ク (50) の裏面に接合 され る。
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明 細 書

発明の名称 ：載置台及びプラズマ処理装置

技術分野

[0001 ] 本発明の種々の側面及び実施形態は、載置台及びプラズマ処理装置に関す

るものである。

背景技術

[0002] プラズマ処理装置は真空環境の維持を可能とする処理容器を備えており、

その処理容器内 （処理空間）の下方に被処理基体を配置 して、 R F 電力供給

によるプラズマ処理を行う構成が一般的である。 したがって、プラズマ処理

装置は、処理空間内で被処理基体を保持する機能だけでなく、被処理基体へ

の電力供給機能等、様々な機能を満たす構成となっている。

[0003] 特許文献 1 には、上述のような様々な機能を満たす構成として、導電性材

料、例えば表面をアルマイ 卜処理されたアルミニウム等により円筒或いは矩

形状に成形 し、その内部に処理空間を形成する処理容器と、この処理容器内

の底部上に絶縁部材、例えばセラミックス等の絶縁板を介 して固定された円

筒状の基台と、この基台の上面に載置された円板状のヒータ固定台と、この

ヒータ固定台を上方から包含するように、下部からの R F 電力を供給する電

極兼用の載置台とからなる多重構造が記載されている。さらに、上面中央部

が凸状にされた円板状で、この中央上面に被処理基体を保持するチヤック部

として、被処理基体と略同径大、好ましくは被処理基体の径ょり若干小さい

径の静電チヤックを備える構造も記載されている。

[0004] 特許文献 2 には、所望の第 1設定温度に制御が可能な支持体基盤と、第 1

設定温度よりも高温である第 2 設定温度に加熱するように備えられた 1以上

の加熱素子が組み込まれた基板支持体とを、ァクリル系材料からなる耐浸食

性断熱材により、一体として接着結合 した構造が記載されている。

[0005] 特許文献 3 には、載置台の上面と基板の裏面との間に伝熱ガスを流通させ

るために、ベ一ス及び静電チャックを貫く貫通孔が形成され、この貫通孔の



側壁に絶縁性のスリ一プが接着されている構成が記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開平 7 _ 8 3 2 7 9 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 8 _ 8 5 3 2 9 号公報

特許文献3 ：特許第4 0 9 5 8 4 2 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 上述 したように、載置台は、様々な機能を実現するための構造部材が組み

込まれるとともに、プラズマ処理により発生するプラズマ又はラジカルに直

接曝される構成となる。一般的に、アクリル系材料からなる耐浸食性断熱材

等の部材を接着結合するための接着剤は、プラズマ又はラジカルに曝される

と、その組成成分が損傷等を受けるので接着剤の消耗や接着強度の劣化を生

ずるおそれがある。特に、静電チャックの接着結合に用いられる接着剤が消

耗又は劣化すると、静電チャックに結合された部材への熱伝導の制御が難 し

くなる。その結果、基板面内にわたる均一かつ正確なプロセス処理ができな

くなる。

[0008] そのため、当技術分野においては、静電チャックの接着結合に用いられる

接着剤の劣化を防止することができる載置台、及びそのような載置台を備え

るブラズマ処理装置が要請されている。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明の一側面に係る載置台は、静電チャック、ベース及び筒状のスリ一

プを備える。静電チャックは、プラズマに曝される表面及び該表面と対向す

る裏面を有 し、第 1貫通孔が形成される。ベ一スは、静電チャックの裏面に

第 1 の接着剤によって接合され、第 1貫通孔に連通され第 1貫通孔の口径よ

りも大きい口径の第 2 貫通孔が形成される。スリープは、第 2 の接着剤によ

つて、第 1貫通孔と連通 した状態で静電チャックの裏面に接合される。



[001 0] 本発明の一側面に係る載置台では、ベースに形成された第 2 貫通孔が静電

チヤックに形成された第 1 貫通孔の口径よりも大きな口径 とされているので

、第 1 貫通孔と連通させた状態で筒状のス リ一プを静電チヤックの裏面に接

着剤により接合させることができる。 このとき、静電チャックとベースとは

、第 1 の接着剤で接着されるとともに、静電チャックとス リープとは、第 2

の接着剤により接着される。つまり、第 1 貫通孔又は第 2 貫通孔から流入 し

たプラズマ又はラジカルは、ス リープによって遮 られるため、第 1 の接着剤

すなわち静電チヤックの接着結合に用いられる接着剤が、直接プラズマ又は

ラジカルに曝露されることを防止することができる。また、ス リープの接合

には第 2 の接着剤が用いられているので、静電チャックとス リープとを接合

する第 1 の接着剤が、直接プラズマ又はラジカルに曝露されることを防止す

ることができる。よって、本発明の一側面に係る載置台によれば、静電チヤ

ックの接着結合に用いられる接着剤の劣化を防止することができる。

[001 1] —実施形態では、ス リープが、第 1 貫通孔の口径 と同一の内径を有 し、第

貫通孔と同軸 となるように静電チャックの裏面に接合されてもよい。 この

ように構成することで、第 1 貫通孔及びス リープによって、接合部分が連続

的な貫通孔を形成することができるので、例えば貫通孔を抵抗損失の少ない

ガス流路 として構成することが可能となる。

[001 2 ] —実施形態では、第 1 の接着剤が、静電チャックとベースとの接触部分の

みに設けられてもよい。 このように構成することで、第 2 貫通孔と対向する

静電チャックの裏面部分には第 1 の接着剤が設けられていないため、静電チ

ャックの裏面に接合させるス リ一プの接合位置に自由度を持たせることがで

きるとともに、第 1 の接着剤が直接プラズマ又はラジカルに曝露されること

を一層防止することができる。

[001 3 ] —実施形態では、ス リープが、第 2 の貫通孔よりも小さい外径を有 しても

よい。 このように構成することで、ス リープを第 2 の貫通孔に適切に配置す

ることができる。 ここで、一実施形態では、ス リープ及び第 2 貫通孔によつ

て画成された空間領域に充填された封止剤をさらに備えてもよい。 このよう



に構成することで、スリープを回り込み、スリープ及び第 2 貫通孔によって

画成された空間領域に進入するラジカルを、封止剤により遮ることができる

ため、ラジカルによる第 1 の接着剤の劣化を確実に防止することが可能とな

る。

[0014] —実施形態では、封止剤は、スリープ及び第 2 貫通孔によって画成された

空間領域に流 し込まれ、その後硬化することにより、該空間領域に充填され

てもよい。この場合には、空間領域へ封止剤を容易に充填することができる

[001 5] —実施形態では、封止剤は、硬化前に 2 0 0 0 0 c p s 以下の粘度を有 し

、硬化後に 1 M P a 以下のヤング率を有する接着剤であってもよい。この場

合には、硬化前には、スリープ及び第 2 貫通孔によって画成された空間領域

に容易に封止剤を充填することができる。また、封止材は、硬化後には、ベ

—ス及びスリ一プの熱膨張に追従 して変形 しつつ、空間領域に確実に留まる

ことが可能となる。

[001 6] —実施形態では、スリープが、静電チャックを構成する絶縁体と同一の絶

縁体によって形成されてもよい。このように構成することで、スリープが静

電チャックと同様にプラズマ又はラジカルに対 して高い耐性を有する構成と

することができる。一実施形態では、スリープが、セラミックにより形成さ

れてもよい。

[001 7] —実施形態では、第 1 の接着剤が、有機系接着剤であってもよい。このよ

うに構成することで、弾性を有する第 1 の接着剤により静電チヤックとべ一

スとの変形量差を吸収 しつつ、静電チャックとベースとを接着結合すること

ができる。

[001 8] 一実施形態では、第 2 の接着剤が、無機系接着剤であってもよい。無機接

着剤は、耐熱性を有することから、絶縁スリープの接着結合に用いられる接

着剤の劣化を防止することができる。

[001 9] 第 2 の接着剤が、プラズマ又はラジカルに対 して第 1 の接着剤よりも高い

耐性を有する接着剤であってもよい。このように構成することで、絶縁スリ



- プの接着結合に用いられ、直接プラズマ又はラジカルに曝露される接着剤

の劣化を防止することができる。

[0020] 本発明の他の側面に係るプラズマ処理装置は、処理容器、ガス供給部、第

1 の電極、及び載置台を備える。処理容器は、プラズマが生成される処理空

間を画成する。ガス供給部は、処理空間内に処理ガスを供給する。第 1 の電

極は、処理空間に設けられる。載置台は、処理容器内に収容され、基板を載

置する。ここで、載置台は、静電チャック、ベース及び筒状のスリープを備

える。静電チャックは、プラズマに曝される表面及び該表面と対向する裏面

を有 し、第 1貫通孔が形成される。ベースは、静電チャックの裏面に第 1 の

接着剤によって接合され、第 1貫通孔に連通され第 1貫通孔の口径よりも大

きい口径の第 2 貫通孔が形成される。スリープは、第 2 の接着剤によって、

第 1貫通孔と連通 した状態で静電チャックの裏面に接合される。

[0021 ] このプラズマ処理装置によれば、上述 したように静電チャックの接着結合

に用いられる接着剤の劣化を防止することができる載置台を備えているので

、安定動作するプラズマ処理装置を実現することができる。

発明の効果

[0022] 本発明の種々の側面及び一実施形態によれば、静電チヤックの接着結合に

用いられる接着剤の劣化を防止することができる。

図面の簡単な説明

[0023] [ 図1] 一実施形態に係るプラズマ処理装置を概略的に示す図である。

[図2] —実施形態に係る載置台のガス供給ラインの形成位置における一部端面

図である。

[図3]従来の載置台の一般的構成を示す図である。

[図4]従来の載置台において有機接着剤が消耗 した状態を示す図である。

[図5]有機接着剤の消耗と静電チャックの温度変化∆ Τ との関係を表すグラフ

である。

[図6]従来の載置台を備えるプラズマ処理装置によりドライエッチングを行つ

た際の静電チヤックの温度分布を示す図である。



発明を実施するための形態

[0024] 以下、図面を参照 して種々の実施形態について詳細に説明する。なお、各

図面において同一又は相当の部分に対 しては同一の符号を附すこととする。

[0025] 図 1 は、一実施形態に係るプラズマ処理装置を概略的に示す図である。図

1 では、一実施形態に係るプラズマ処理装置の断面が示されている。図 1 に

示すプラズマ処理装置 1 0 は、平行平板型のプラズマ処理装置である。

[0026] プラズマ処理装置 1 0 は、処理容器 1 2 を備えている。処理容器 1 2 は、

略円筒形状を有 しており、その内部空間として処理空間S を画成 している。

プラズマ処理装置 1 0 は、処理容器 1 2 内に、略円板形状のベ一ス 1 4 を備

えている。ベース 1 4 は、処理空間S の下方に設けられている。ベース 1 4

は、例えばアルミニウム製であり、第 2 の電極を構成 している。ベース 1 4

は、プロセスにおいて後述する静電チャック5 0 の熱を吸熱 して、静電チヤ

ック5 0 を冷却する機能を有する。

[0027] ベ一ス 1 4 の内部には、冷媒流路 1 5 が形成されており、冷媒流路 1 5 に

は、冷媒入口配管、冷媒出口配管が接続される。そして、冷媒流路 1 5 の中

に適宜の冷媒、例えば冷却水等を循環させることによって、ベ一ス 1 4 及び

静電チャック5 0 を所定の温度に制御可能な構成とされている。

[0028] 一実施形態においては、プラズマ処理装置 1 0 は、筒状保持部 1 6 及び筒

状支持部 1 7 を更に備えている。筒状保持部 1 6 は、ベ一ス 1 4 の側面及び

底面の縁部に接 して、ベ一ス 1 4 を保持 している。筒状支持部 1 7 は、処理

容器 1 2 の底部から垂直方向に延在 し、筒状保持部 1 6 を介 してベース 1 4

を支持 している。プラズマ処理装置 1 0 は、この筒状保持部 1 6 の上面に載

置されるフォーカスリング 1 8 を更に備えている。フォーカスリング 1 8 は

、例えば、シリコン又は石英から構成され得る。

[0029] 一実施形態においては、処理容器 1 2 の側壁と筒状支持部 1 7 との間には

、排気路 2 0 が形成されている。排気路 2 0 の入口又はその途中には、バッ

フル板 2 2 が取り付けられている。また、排気路 2 0 の底部には、排気口2

4 が設けられている。排気口2 4 は、処理容器 1 2 の底部に嵌め込まれた排



気管 2 8 によって画成 されている。 この排気管 2 8 には、排気装置 2 6 が接

続 されている。排気装置 2 6 は、真空ポンプを有 してお り、処理容器 1 2 内

の処理空間 S を所定の真空度 まで減圧することができる。処理容器 1 2 の側

壁には、被処理基体 （基板）Wの搬入出口を開閉するゲー トバル ブ 3 0 が取

り付けられている。

[0030] ベース 1 4 には、 プラズマ生成用の高周波電源 3 2 が整合器 3 4 を介 して

電気的に接続 されている。高周波電源 3 2 は、所定の高周波数 （例えば 2 7

M H z 以上）の高周波電力を第 2 の電極、即ち、ベース 1 4 に印加する。

[0031 ] プラズマ処理装置 1 0 は、更に、処理容器 1 2 内にシャワーヘ ッ ド3 8 を

備えている。シャワーヘ ッ ド3 8 は、処理空間 S の上方に設けられている。

シャワー へ ッ ド3 8 は、電極板 4 0 及び電極支持体 4 2 を含んでいる。

[0032] 電極板 4 0 は、略円板形状 を有する導電性の板であ り、第 1 の電極 を構成

している。電極板 4 0 には、 プラズマ生成用の高周波電源 3 5 が整合器 3 6

を介 して電気的に接続 されている。高周波電源 3 5 は、所定の高周波数 （例

えば 2 7 M H z 以上）の高周波電力を電極板 4 0 に印加する。高周波電源 3

2 及び高周波電源 3 5 によってベース 1 4 及び電極板 4 0 に高周波電力がそ

れぞれ与え られると、ベース 1 4 と電極板 4 0 との間の空間、即ち、処理空

間 S には高周波電界が形成 される。

[0033] 電極板 4 0 には、複数のガス通気孔 4 0 h が形成 されている。電極板 4 0

は、電極支持体 4 2 によって着脱可能に支持されている。電極支持体 4 2 の

内部 には、バ ッファ室 4 2 a が設けられている。 プラズマ処理装置 1 0 は、

ガス供給部 4 4 を更に備えてお り、バ ッファ室 4 2 a のガス導入口 2 5 には

ガス供給導管 4 6 を介 してガス供給部 4 4 が接続 されている。 ガス供給部 4

4 は、処理空間 S に処理 ガスを供給する。 ガス供給部 4 4 は、例えば、 C F

系のエ ッチングガス等を供給 し得 る。電極支持体 4 2 には、複数のガス通気

孔 4 0 h にそれぞれ連続する複数の孔が形成 されてお り、当該複数の孔はバ

ッファ室 4 2 a に連通 している。 したがって、 ガス供給部 4 4 か ら供給 され

るガスは、バ ッファ室 4 2 a 、 ガス通気孔 4 0 h を経由 して、処理空間 S に



供給される。

[0034] 一実施形態においては、処理容器 1 2 の天井部に、環状又は同心状に延在

する磁場形成機構 4 8 が設けられている。この磁場形成機構 4 8 は、処理空

間S における高周波放電の開始 （プラズマ着火）を容易にして放電を安定に

維持するよう機能する。

[0035] —実施形態においては、ベース 1 4 の上面に静電チャック5 0 が設けられ

ている。静電チャック5 0 は、略円板状の部材であって、プラズマに曝され

る表面及び該表面と対向する裏面を有する。この静電チャック5 0 は、電極

5 2 、並びに、一対の絶縁膜 5 4 a 及び 5 4 b を含んでいる。絶縁膜 5 4 a

及び 5 4 b は、セラミック等の絶縁体により形成される膜である。電極 5 2

は、導電膜であり、絶縁膜 5 4 a と絶縁膜 5 4 b の間に設けられている。こ

の電極 5 2 には、スィッチS Wを介 して直流電源 5 6 が接続されている。直

流電源 5 6 から電極 5 2 に直流電圧が与えられると、クーロン力が発生 し、

当該クーロン力によって被処理基体Wが静電チャック5 0 上に吸着保持され

る。静電チャック5 0 の内部には、加熱素子であるヒータ 5 3 が埋め込まれ

、被処理基体Wを所定温度に加熱できるようになつている。 ヒータ 5 3 は、

配線を介 してヒータ電源に接続される。ベース 1 4 及び静電チャック5 0 は

、載置台 7 0 を構成 している。

[0036] —実施形態においては、プラズマ処理装置 1 0 は、ガス供給ライン5 8 及

び 6 0 、並びに、伝熱ガス供給部 6 2 及び 6 4 を更に備えている。伝熱ガス

供給部 6 2 は、ガス供給ライン5 8 に接続されている。このガス供給ライン

5 8 は、静電チャック5 0 の上面まで延びて、当該上面の中央部分において

環状に延在 している。伝熱ガス供給部 6 2 は、例えばH e ガスといった伝熱

ガスを、静電チャック5 0 の上面と被処理基体Wとの間に供給する。また、

伝熱ガス供給部 6 4 はガス供給ライン6 0 に接続されている。ガス供給ライ

ン6 0 は、静電チャック5 0 の上面まで延びて、当該上面においてガス供給

ライン5 8 を囲むように環状に延在 している。伝熱ガス供給部 6 4 は、例え

ばH e ガスといった伝熱ガスを、静電チャック5 0 の上面と被処理基体Wと



の間に供給する。

[0037] —実施形態においては、プラズマ処理装置 1 0 は、制御部 6 6 を更に備え

ている。この制御部 6 6 は、排気装置 2 6 、スィッチS W、高周波電源 3 2

、整合器 3 4 、高周波電源 3 5 、整合器 3 6 、ガス供給部 4 4 、並びに、伝

熱ガス供給部 6 2 及び 6 4 に接続されている。制御部 6 6 は、排気装置 2 6

、スィッチS W、高周波電源 3 2 、整合器 3 4 、高周波電源 3 5 、整合器 3

6 、ガス供給部 4 4 、並びに、伝熱ガス供給部 6 2 及び 6 4 のそれぞれに制

御信号を送出する。制御部 6 6 からの制御信号により、排気装置 2 6 による

排気、スィッチS Wの開閉、高周波電源 3 2 からの電力供給、整合器 3 4 の

インピーダンス調整、高周波電源 3 5 からの電力供給、整合器 3 6 のインピ

—ダンス調整、ガス供給部 4 4 による処理ガスの供給、伝熱ガス供給部 6 2

及び 6 4 それぞれによる伝熱ガスの供給が制御される。

[0038] このプラズマ処理装置 1 0 では、ガス供給部 4 4 から処理空間S に処理ガ

スが供給される。また、電極板 4 0 とべ一ス 1 4 との間、即ち処理空間S に

おいて高周波電界が形成される。これにより、処理空間S においてプラズマ

が発生 し、処理ガスに含まれる元素のラジカル等 （例えば、酸素ラジカル）

により、被処理基体Wのエツチングが行われる。

[0039] 以下、載置台 7 0 の構成について詳細に説明する。図 2 は、図 1 に示す載

置台 7 0 のガス供給ライン5 8 の形成位置における一部端面図である。図 2

に示すように、載置台 7 0 では、静電チャック5 0 の下面が、ベース 1 4 の

上面に第 1 の接着剤 7 により接着されて接合されている。第 1 の接着剤 7

1 は、静電チャック5 0 とべ一ス 1 4 との接触部分 （接触面）のみに設けら

れてもよい。

[0040] 第 1 の接着剤 7 は、異なる線膨張係数を有するベ一ス 1 4 及び静電チヤ

ック5 0 の変形量の差を吸収する機能を有 している。このために、第 1 の接

着剤 7 は、高い弾力性を有 している。また、第 1 の接着剤 7 は、静電チ

ャック5 0 の熱をべ一ス 1 4 に伝導する機能、及び静電チャック5 0 とべ一

ス 1 4 とを電気的に絶縁する機能を有 している。このために、第 1 の接着剤



は、高い熱伝導率及び電気抵抗率 を有 している。 この第 1 の接着剤 7

と しては、例 えばシ リコー ン系材料、 アク リルべ一スも しくはアク レラ一 卜

ベースのアク リル系材料、又はポ リイミ ドシ リカ系材料 を含む有機系接着剤

を用いることがで きる。 また、第 1 の接着剤 7 1 は、以下に示 される物性値

を有することと してもよい。

( ) 接着力 ：1 ~ 1 0 M P a 程度 （室温）、 0 . 5 ~ 5 M P a 程度 （1 5

0 °C )

( ) 弾性率 ：1 0 0 ~ 3 0 0 M P a 程度 （室温）、 0 . 1 ~ 2 M P a ( 1

5 0 °C )

( 3 ) 熱伝導率 ：0 . 2 W / m K 以上

( 4 ) 体積抵抗率 ：1 e + 1 3 Ω c m以上 （室温）、 1 e + 8 Ω c m以

上 （1 5 0 °C )

[0041 ] ガス供給 ライン 5 8 は、載置台 7 0 において、静電チャック 5 0 の厚 さ方

向に貫 く上部 ガス供給 ライン 5 8 a 及び下部 ガス供給 ライン 5 8 b を含んで

いる。静電チャック 5 0 には、厚 さ方向に貫通 した口径 R 1 の第 1 貫通孔が

形成 されてお り、該第 1 貫通孔が上部 ガス供給 ライン 5 8 a を構成する。一

方、ベ 一 ス 1 4 には、厚 さ方向に貫通 した口径 R 2 の第 2 貫通孔が形成 され

てお り、該第 2 貫通孔が、下部 ガス供給 ライン 5 8 b を構成する。静電チヤ

ック 5 0 及びベース 1 4 は、第 1 貫通孔及び第 2 貫通孔が連通するように配

置 される。 これによ り、上部 ガス供給 ライン 5 8 a 及び下部 ガス供給 ライン

5 8 b は、貫通孔 を構成 している。例 えば、第 1 貫通孔の軸線 M (中心軸

) と、第 2 貫通孔の軸線 M 2 (中心軸） とが一致するように、すなわち同軸

となるように静電チャック 5 0 及びべ一ス 1 4 が配置 される。第 1 貫通孔の

口径 R 1 は、第 2 貫通孔の口径 R 2 よ りも若干小さ く形成 されている。すな

わち、上部 ガス供給 ライン 5 8 a の径 は、下部 ガス供給 ライン 5 8 b の径 ょ

りも若干小さ く形成 されている。

[0042] 下部 ガス供給 ライン 5 8 b 内には、ベース 1 4 の側壁 1 4 A 方向に延在す

る絶縁 ス リープ 8 0 が設 け られている。すなわち、絶縁 ス リープ 8 0 は、ベ



—ス 1 4 の第 2 貫通孔に収容されている。絶縁スリープ8 0 は、静電チヤッ

クを構成する絶縁体と同一の絶縁体から構成されてもよく、例えばセラミツ

ク等の絶縁体からなる。絶縁スリープ8 0 は、筒状を呈 し、ここでは略円筒

状の部材が用いられる。絶縁スリープ8 0 の内径 R 4 は、第 1貫通孔の口径

R 1 と同一とされていてもよい。また、絶縁スリープ8 0 の外径 R 3 は、第

2 貫通孔の口径 R 2 と同一又は小さくされていてもよい。絶縁スリープ8 0

の軸線方向の長さは、ベース 1 4 の厚さと略等 しくなるように形成されてい

る。絶縁スリープ8 0 の一端は、静電チャック5 0 の下面であって、上部ガ

ス供給ライン5 8 a の周縁部に、第 2 の接着剤 7 2 により接着されて取り付

けられている。このとき、絶縁スリープ8 0 の一端は、絶縁スリープ8 0 の

軸線M 3 と第 1貫通孔の軸線M (中心軸）とが一致するように、すなわち

絶縁スリープ8 0 と第 1貫通孔とが同軸となるように、取り付けられていて

もよい。

[0043] 第 2 の接着剤 7 2 は、プラズマ又はラジカルに対 して第 1 の接着剤 7 よ

りも高い耐性を有 している。具体的には、第 2 の接着剤 7 2 は、セラミック

と同程度の耐プラズマ消耗性及び耐ラジカル （例えば、酸素ラジカル）消耗

性を有 し、セラミツクと同程度の耐プラズマ透過性及び耐ラジカル透過性を

有 している。第 2 の接着剤 7 2 としては、例えばセラミック系材料を含む無

機系接着剤を用いることができる。無機系接着剤としては、例えば無機酸化

物又は無機系フッ化物を含むものを用いることができる。

[0044] 図に示すように、絶縁スリープ8 0 の外径 R 3 が第 2 貫通孔の口径 R 2 よ

りも小さい場合には、絶縁スリープ8 0 及び第 2 貫通孔の内壁 （ベース 1 4

の側壁 1 4 A ) によって空間領域Gが画成される。すなわち、絶縁スリープ

8 0 は、ベース 1 4 の側壁 （第 2 貫通孔の内壁） 1 4 A に対 して所定の間隔

だけ離間させて配置された構成となる。空間領域Gの大きさは、絶縁スリ一

プ8 0 を構成する材料及びべ一ス 1 4 を構成する材料の線膨張係数及びプロ

セス温度に応 じて定まるものである。例えば、ベース 1 4 がアルミニウムに

より形成され、絶縁スリープ8 0 がセラミックにより形成され、プロセス温



度を 1 5 0 °C とすると、ベース 1 4 と絶縁スリープ8 0 との間に0 . 3 m m

程度の熱膨張による変形量差が生 じる。この場合には、絶縁スリープ8 0 を

、ベース 1 4 の側壁 1 4 A に対 して 0 . 3 m m以上離間させて配置させるこ

ととする。

[0045] —実施形態においては、図 2 に示すように、ベース 1 4 の側壁 1 4 A と絶

縁スリープ8 0 との間、すなわち空間領域G に、封止剤 7 3 が介在 していて

もよい。封止剤 7 3 は、空間領域G を封止することで、第 1 の接着剤 7 1 を

雰囲気から遮断する。すわなち、封止剤 7 3 は、処理空間S から流入 して絶

縁スリ一プ8 0 を回り込み、第 1 の接着剤 7 に接触することにより第 1 の

接着剤 7 を劣化させるラジカルを遮断するように機能する。

[0046] 封止剤 7 3 は、空間領域Gへの充填時 （すなわち硬化前）には、ベース 1

4 の側壁 1 4 A と絶縁スリープ8 0 との間に流 し込むことができるような流

動性を有 している。封止剤 7 3 は、その後硬化することにより、ベース 1 4

の側壁 1 4 A と絶縁スリ一プ8 0 との間に留まり、ベース 1 4 の側壁 1 4 A

と絶縁スリ一プ8 0 との間すなわち空間領域G を封止する。封止剤 7 3 は、

硬化後においても、第 2 の接着剤 7 2 よりも高い弾力性を有 しており、ベ一

ス 1 4 及び絶縁スリープ8 0 の熱膨張に追従 して変形する。例えば、封止剤

7 3 は、硬化前に2 0 0 0 0 c p s 以下の粘度が望ましく、硬化後に 1 M P

a 以下のヤング率を有することが望ましい。封止剤 7 3 としては、例えば、

ァクリルビニル系材料、ァクリル酸エステル系材料又はスチレンブタジエン

ゴム系材料を有する有機系接着剤が用いられる。なお、封止剤 7 3 として、

熱硬化性樹脂もしくは注型用樹脂 （すなわち注入可能なプラスチック又はェ

ラス トマ一化合物）、又はエラス トマ一等を用いてもよい。

[0047] 次に、本実施形態の載置台 7 0 の作用効果を説明する。本実施形態の載置

台 7 0 の作用効果を説明するにあたり、まず、従来の載置台 9 0 について説

明する。図 3 は、従来の載置台の一般的な構成を示 している。図 3 に示すよ

うに、従来の載置台 9 0 は、ベース 9 2 、静電チャック9 4 、及び絶縁スリ

—プ9 6 を備えており、ベース 9 2 、静電チャック9 4 、及び絶縁スリープ



9 6 が有機接着剤 9 8 により接着されている。静電チャック9 4 の内部には

加熱素子であるヒータ9 5 が埋め込まれている。ベース 9 2 の内部には、冷

媒が循環する冷媒流路 9 3 が形成されている。また、載置台 9 0 において、

静電チャック9 4 の厚さ方向に貫 く上部ガス供給ライン9 9 a 及びべ一ス 9

2 の厚さ方向に貫 く下部ガス供給ライン9 9 b が形成されている。

[0048] 静電チャック9 4 には、厚さ方向に貫通 した口径 P 1 の貫通孔が形成され

ており、該貫通孔が上部ガス供給ライン9 9 a を構成する。一方、ベ一ス 9

2 には、厚さ方向に貫通 した口径 P 2 の貫通孔が形成されており、該貫通孔

が、下部ガス供給ライン9 9 b を構成する。静電チャック9 4 及びべ一ス 9

2 は、それぞれの貫通孔が連通するように配置される。例えば、口径 P 1 の

貫通孔の軸線M 1 (中心軸）と、口径 P 2 の貫通孔の軸線M 2 (中心軸）と

が一致するように、すなわち同軸となるように静電チヤック9 4 及びべ一ス

9 2 が配置される。上部ガス供給ライン9 9 a の径 P 1 は、下部ガス供給ラ

イン9 9 b の径 P 2 よりも若干小さく形成されている。下部ガス供給ライン

9 9 b 内には、ベース 9 2 の側壁方向に延在する絶縁スリープ9 6 が設けら

れている。絶縁スリープ9 6 の内径 P 4 は、口径 R 1 よりも大きく、絶縁ス

リ一プ9 6 の外径 P 3 は、口径 R 2 よりも小さい。絶縁スリ一プ9 6 の一端

は、絶縁スリ一プ9 6 の軸線M 3 と口径 P 1 の貫通孔の軸線M (中心軸）

とが一致するように取り付けられている。このような載置台 9 0 では、有機

接着剤 9 8 が、上部ガス供給ライン9 9 a 及び絶縁スリ一プ9 6 下端部付近

において、貫通孔内側に露出している。

[0049] ところで、エッチングプロセス処理 （通常 1 ~ 5 分程度）後には、処理容

器内壁及び静電チャック9 4 周辺部の副生成物の堆積物を除去することを目

的として、被処理基体Wを除去 した状態でプラズマを生成するウェハ レス ド

ライクリーニング （通常 1 ~ 3 分程度）を行う。この際、載置台 9 0 はブラ

ズマに直接晒され、プラズマやラジカルが貫通孔内部に流入することになる

。そして、有機接着剤 9 8 が貫通孔内側に露出された構造を有する載置台 9

0 では、流入 したプラズマやラジカルにより有機接着剤 9 8 が損傷を受ける



ことになる。特 に高温環境下でのプロセスでは、有機接着剤 9 8 の劣化及び

消耗が促進される。図 4 に示すように、 プラズマやラジカルにより有機接着

剤 9 8 が損傷 を受けて消耗すると、ベース 1 4 と静電チヤック 9 4 との間に

空間 （接着剤消耗領域 K ) が生 じることとなる。そのため、 ヒータ 9 5 によ

り生 じる熱の冷媒流路 9 3 への移動が阻害される。実際のプラズマ処理時に

は、 プラズマ空間か ら入熱される大 きな熱量が冷媒流路 9 3 へ移動すること

になるため、接着剤消耗領域 K での熱移動阻害に起因する局所的温度上昇は

顕著 となる。

[0050] 図 5 は、有機接着剤 9 8 と してシ リコーン接着剤 を用いた場合における、

有機接着剤 9 8 の消耗量 と静電チヤック 9 4 の温度変化 ∆ T との関係 を表す

グラフである。図 5 に示すグラフにおいて、横軸は有機接着剤 9 8 の静電チ

ャック 9 4 の径方向における消耗量であ り、縦軸は静電チヤック 9 4 の温度

変化 ∆ Τ である。なお、消耗量は、静電チャック 9 4 の径方向において、絶

縁ス リープ 9 6 の内壁か ら有機接着剤 9 8 の外縁 までの長さ （m m ) で評価

している。図 5 に示すように、有機接着剤 9 8 の消耗が進むと、静電チヤッ

ク 9 4 の温度が上昇する。具体的には、有機接着剤 9 8 が 3 . 0 m m消耗す

ると、静電チャックの温度が 5 °C上昇する。 これは、有機接着剤 9 8 の消耗

により静電チャック 9 4 か らべ一ス 9 2 への熱伝導が阻害され、ベース 9 2

の放熱量が低下するためである。

[0051 ] 図 6 は、 ヒータ 9 5 を加熱 してプロセスステ ップ時の発熱条件 と したとき

の静電チャック 9 4 の温度分布を模式的に表 したものである。有機接着剤 9

8 と してシ リコーン接着剤 を用いた。図 6 ( a ) は、未使用の載置台 9 0 を

用いた場合の静電チャック 9 4 の温度分布であ り、図 6 ( b ) は、 ウェハ レ

ス ドライク リ一ニングの実施時間の合計が 1 2 0 時間となるプラズマ処理 を

行 った載置台 9 0 を用いた場合の静電チヤック 9 4 の温度分布である。

[0052] 図 6 ( b ) に示すように、合計 1 2 0 時間の間、 プラズマに直接晒された

載置台 9 0 を用いて ヒータ 9 5 を加熱 した場合には、図 6 ( a ) に示す未使

用の載置台 9 0 を用いて ヒータ 9 5 を加熱 した場合 と比較 して、上部 ガス供



給ライン9 9 a の周縁部において、静電チャック9 4 の温度が上昇 している

。これは、有機接着剤 9 8 が、処理空間S から上部ガス供給ライン9 9 a を

介 して流入するプラズマ及びラジカルに曝露されることで、上部ガス供給ラ

イン9 9 a 周縁部の有機接着剤 9 8 が消耗 し、接着剤消耗領域 K が形成され

たことに起因 したものである。このように、従来の載置台 9 0 を用いたブラ

ズマ処理装置では、使用に応 じて貫通孔周囲の冷却性が低下 していく場合が

ある。

[0053] これに対 し、本実施形態に係る載置台 7 0 では、絶縁スリ一プ8 0 が、ベ

—ス 1 4 と静電チャック5 0 とを貫 く貫通孔の内部に、ベース 1 4 の側壁 1

4 A に対 して離間 して配置される。この絶縁スリープ8 0 は、静電チャック

5 0 の下面にプラズマ又はラジカルに対 して第 1 の接着剤 7 よりも高い耐

性を有する第 2 の接着剤 7 2 により接着される。つまり、絶縁スリープ8 0

は、ベース 1 4 の側壁 1 4 A よりも貫通孔の内側に配置されるため、貫通孔

から流入 したブラズマ又はラジ力ルは絶縁スリ一プ8 0 によって遮られ、第

の接着剤 7 が直接プラズマ又はラジカルに曝露されることが防止される

。また、絶縁スリープ8 0 に用いられる第 2 の接着剤 7 2 は、プラズマ又は

ラジカルに対 して高い耐性を有 しているため、ブラズマ又はラジカルによる

劣化の影響は小さい。よって、本実施形態に係る載置台 7 0 によれば、第 1

の接着剤 7 及び第 2 の接着剤 7 2 の劣化を防止することができる。また、

高温環境下 （例えば、 1 5 0 °C以上）でのプロセスであっても、第 1 の接着

剤 7 及び第 2 の接着剤 7 2 の劣化を適切に防止できる。

[0054] また、本実施形態に係る載置台 7 0 は、ベ一ス 1 4 の側壁 1 4 A と絶縁ス

リ一プ8 0 との間に介在する封止剤 7 3 を備えている。このため、絶縁スリ

—プ8 0 を回り込み、ベース 1 4 の側壁 1 4 A と絶縁スリープ8 0 との間に

進入するラジカルを封止剤 7 3 により遮ることができるため、ラジカルによ

る第 1 の接着剤 7 の劣化を確実に防止することができる。

[0055] また、本実施形態に係る載置台 7 0 では、封止剤 7 3 により第 1 の接着剤

7 がプラズマ又はラジカルに晒されないため、第 1 の接着剤 7 としてプ



ラズマ又はラジカルに対 して耐性が要求されない。すなわち、本実施形態に

係る載置台 7 0 では、プラズマ又はラジカルに対する耐性を考慮 して接着剤

の材料を選択する必要がないため、第 1 の接着剤 7 の材料選定の自由度を

高めることができる。つまり、プラズマ又はラジカルに対する耐性の有無を

問わず、他の物性値 （接着力、弾性率、熱伝導率、又は体積抵抗率）に優れ

た材料を第 1 の接着剤 7 として採用することが可能となる。なお、第 1 の

接着剤 7 に熱弾性に優れた材料を採用 した場合には、載置台 7 0 の熱膨張

に対する設計許容値を広げることができる。

[0056] また、本実施形態に係る載置台 7 0 では、封止剤 7 3 は、ベ一ス 1 4 の側

壁 1 4 A と絶縁スリープ8 0 との間に流 し込まれ、その後硬化することによ

り、ベース 1 4 の側壁 1 4 A と絶縁スリープ8 0 との間を封止する。このた

め、ベース 1 4 の側壁 1 4 A と絶縁スリ一プ8 0 との間に形成される隙間に

封止剤 7 3 を容易に充填することができる。その後、封止剤 7 3 がラジカル

の影響により消耗 した場合においても、封止剤 7 3 を容易に再充填すること

ができる。

[0057] また、本実施形態に係る載置台 7 0 では、封止剤 7 3 は、硬化前に2 0 0

0 0 c p s 以下の粘度を有 し、硬化後に 1 M P a 以下のヤング率を有する接

着剤である。このため、硬化前には、ベース 1 4 の側壁 1 4 A と絶縁スリ一

プ8 0 との間に形成される隙間に封止剤 7 3 を容易に充填することができる

。また、硬化後には、ベ一ス 1 4 及び絶縁スリープ8 0 の熱膨張に追従 して

変形 しつつ、ベース 1 4 の側壁 1 4 A と絶縁スリープ8 0 との間に形成され

る隙間に封止剤 7 3 を確実に留まることができる。

[0058] さらに、本実施形態に係るプラズマ処理装置 1 0 では、第 1 の接着剤 7

の劣化を防止することができる載置台 7 0 を備えているので、安定動作する

プラズマ処理装置を実現することができる。また、プラズマ処理装置 1 0 の

高寿命化を図ることができる。

[0059] なお、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。例えば、上記

実施形態では、封止剤 7 3 、絶縁スリープ8 0 等が、伝熱ガスを静電チヤッ



ク 5 0 の上面 と被処理基体W との間に供給するための貫通孔であるガス供給

ライン 5 8 に設置 されているが、封止剤 7 3 、絶縁 ス リ一プ 8 0 等が、 ガス

供給 ライン 6 0 に設置 されてもよい。 また、封止剤 7 3 、絶縁 ス リープ 8 0

等が、 ガス供給 ライン 5 8 及び 6 0 とは異なる貫通孔 に設置 されてもよい。

例 えば、載置台 7 0 か ら被処理基体W を持ち上 げる リフ トピンを嵌揷するた

めの貫通孔 に封止剤 7 3 、絶縁 ス リープ 8 0 等が設置 されていてもよい。

[0060] また、上記実施形態では、絶縁 ス リープ 8 0 の長 さは、ベース 1 4 の厚 さ

と略等 しくなるように形成 されているが、絶縁 ス リープ 8 0 の長 さは、任意

である。例 えば、処理空間 S 側か ら流入するプラズマの流入深 さよ りも下方

まで延在するように、絶縁 ス リープ 8 0 を形成 してもよい。

符号の説明

[0061 ] 1 0 プラズマ処理装置、 1 2 処理容器、 1 4 ベース、 1 4 A 側壁

、冷媒流路 1 5 、 5 0 静電チャック、 5 2 電極、 5 3 ヒータ、 5 4

a , 5 4 b 絶縁膜、 5 6 直流電源、 5 8 ガス供給 ライン、 5 8 a 上

部 ガス供給 ライン、 5 8 b 下部 ガス供給 ライン、 6 0 ガス供給 ライン、

6 2 伝熱 ガス供給部、 6 4 伝熱 ガス供給部、 6 6 制御部、 7 0 載置

台、 7 1 第 1 の接着剤、 7 2 第 2 の接着剤、 7 3 封止剤、 8 0 絶縁

ス リープ （ス リープ）、 S 処理空間、W 被処理基体 （基板）。



請求の範囲

プラズマに曝される表面及び該表面 と対向する裏面 を有 し、第 1 貫

通孔が形成 された静電チ ヤ ックと、

前記静電チャックの裏面 に第 1 の接着剤 によって接合 され、前記第

貫通孔 に連通 され前記第 1 貫通孔の口径 よ りも大 きい口径の第 2 貫

通孔が形成 されたべ一スと、

筒状のス リープと、

を備 え、

前記ス リ一プが、第 2 の接着剤 によって、前記第 1 貫通孔 と連通 し

た状態で前記静電チ ヤ ックの裏面 に接合 された載置台。

前記ス リープが、前記第 1 貫通孔の口径 と同一の内径 を有 し、前記

第 1 貫通孔 と同軸 となるように前記静電チャックの裏面 に接合 された

請求項 1 に記載の載置台。

前記第 1 の接着剤が、前記静電チ ヤ ック と前記ベ ー ス との接触部分

のみに設 け られる請求項 1 又 は 2 に記載の載置台。

前記ス リーブが、前記第 2 の貫通孔 ょ りも小さい外径 を有する請求

項 1 ~ 3 の何れか一項 に記載の載置台。

前記ス リ一プ及び前記第 2 貫通孔 によって画成 された空間領域 に充

填 された封止剤 をさ らに備 える請求項 4 に記載の載置台。

前記封止剤 は、前記空間領域 に流 し込 まれ、 その後硬化することに

よ り、前記空間領域 に充填 される請求項 5 に記載の載置台。

前記封止剤 は、硬化前 に 2 0 0 0 0 c p s 以下の粘度 を有 し、硬化

後 に 1 M P a 以下のヤ ング率 を有する接着剤である、請求項 6 に記載

の載置台。

前記 ス リーブが、前記静電チ ヤ ック を構成する絶縁体 と同一の絶縁

体 によって形成 された請求項 1 ~ 7 の何れか一項 に記載の載置台。

前記ス リ一プが、セラミックによ り形成 された請求項 8 に記載の載

置台。



[ 請求項 10 ] 前記第 1 の接着剤が、有機系接着剤である請求項 1 ~ 9 の何れか一

項 に記載の載置台。

[ 請求項 11] 前記第 2 の接着剤が、無機系接着剤である請求項 1 ~ 1 0 の何れか

一項 に記載の載置台。

[ 請求項 12 ] 前記第 2 の接着剤が、 プラズマ又はラジカル に対 して前記第 1 の接

着剤 よ りも高い耐性 を有する接着剤である請求項 1 ~ 1 1 の何れか一

項 に記載の載置台。

[ 請求項 13 ] ブラズマが生成 される処理空間を画成する処理容器 と、

前記処理空間内に処理 ガスを供給するガス供給部 と、

前記処理空間に設 け られた第 1 の電極 と、

前記処理容器内に収容 され、基板 を載置する載置台 と、

を備 え、

前記載置台は、

プラズマに曝される表面及び該表面 と対向する裏面 を有 し、第 1 貫

通孔が形成 された静電チ ヤ ックと、

前記静電チ ャ ックの裏面 に第 1 の接着剤 によって接合 され、前記第

貫通孔 に連通 され前記第 1 貫通孔の口径 よ りも大 きい口径の第 2 貫

通孔が形成 されたべ一スと、

筒状のス リープと、

を有 し、

前記ベースが、第 2 の電極 を構成 し、

前記ス リ一プが、第 2 の接着剤 によって、前記第 1 貫通孔 と連通 し

た状態で前記静電チ ヤ ックの裏面 に接合 されたプラズマ処理装置。
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以後 に公表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発行 の新規性又 は進歩性 がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた めに引用す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 7 . 0 3 . 2 0 1 3 9 . 0 3 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及 びあて先 特許庁審査官 （権限のあ る職員） 3 U 2 9 2

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 落 合 弘之
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 2 4

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ージ） （2 0 0 9 年 7 月）
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